On Enlargement of Autonomy of Fundamental Economic Units in USSR by 長砂 實 & Nagasuna Minoru
ソ連邦における基本的生産環（合同・企業）の自主
性の拡大 : 根拠・現状・展望
その他のタイトル On Enlargement of Autonomy of Fundamental
Economic Units in USSR
著者 長砂 實
雑誌名 關西大學商學論集
巻 31
号 3-5
ページ 506-525
発行年 1986-11-04
URL http://hdl.handle.net/10112/00020653
372 (506) 
ソ連邦における基本的生産環
（合同・企業）の自主性の拡大
一根拠・現状・展望ー一—
長砂 賓
近年，ソ連を含む殆んどすべての社会主義国で，基本的生産環 (oCHOBHOe
npOH3BOJJ.CTBeHHOe 3BeHO) である社会主義企業・合同の自主性 (caMOCTO・
只TeJibHOCTb)の拡大の路線がとられている。それは，今日では経済メカニス‘
ム (X03雌CTBeHHb!H MexaHH3M) の改善と総称される1960年代半ばからの経
済改革の主要なモチーフのひとつである。ソ連の場合， 1965年の経済改革決
定のなかで，従来「企業の自主性が不当に制限されてきた」ことを反省し，
「企業の経営的自主性 (X03雌CTBeHHaHcaMOCTO只TeJibHOCTb) の拡大」につ
(1) 
いて一連の新しい措置を講じた。また，同年に新しく制定された「社会主義
国営生産企業条例」の第1条でも， 「その活動は中央集権的指導と企業の経
営的自主性およびイニシャチプとの結合のうえにうちたてられる」，と規定
(2) 
された。しかし， 1965年改革によって強調された企業の自主性の拡大は70年
代に入るともはや重視されなくなり， 1979年決定「計画化の改善および生産
(3) 
の効率と活動の質の向上への経済的メカニズムの働きかけの強化について」
では殆んど影をひそめた。ところが， 1980年代前半に事態は新たな展開をみ
(1) PellleHHH rrapTHH H rrpaBHTe刀bCTB8 no X03雌CTBeHHbJMBOnpocaM. T. 5, 
CTp. 640~690. 
(2) TaM)Ke, CTp. 691~735. 
(3) nnaHOBOe X03雌 CTBO,1979, No. 9. CTp. 5~36. 
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せる。 1983年決定「計画化と経済活動における生産合同（企業）の権限の拡
大，および活動の結果にたいするその責任の強化に関する補足的措置につい
(4) 
て」とそれにもとづく 1984年からの「大規模経済実験」は，まさに，合同・
企業の自主性拡大と責任強化の途を改めて積極的に追求するものであった。
そして， 1985年決定「新しい経済運営方法の広範な普及，および科学・技術
(5) 
進歩加速化へのその働きかけの強化について」は，実験のいちおうの総括の
うえに， 1986年の第27回党大会が採択した第12次5カ年計画の基本路線ー一
(6) 
社会・経済発展の加速化—の確立を準備するものとなった。しかし， この
第12次5カ年計画期の全体が，ゴルバチョフ氏のいわゆる「ラディカルな改
革」の模索・実施期であり，経済メカニズム改善のための実験はなお継続さ
れている。そのなかで，依然として，基本的生産環の経営的自主性の拡大と
その活動成果への責任強化は重要な柱となっており， この問題についての論
(7) 
議と新提案は今なお跡を断たない。
なぜ， これほどまでに基本的生産環の自主性の拡大問題が重視されるので
あろうか。それは，要するに，集約化・効率化を中軸とする社会的生産力の
発展，民主化を中軸とする社会主義的生産関係の改善・成熟，合理化を中軸
とする経済メカニズムの改編， といった社会主義経済発展の今日のすべての
側面において， 基本的生産環（合同・企業）とその労働集団の活動の活性
化，自発的創意性の発揮がどうしても必要であり，そのためには名実ともに
(4) CnpaBO'IHliK napr雌 ttoropa6ornttKa. Bbm. 24, 1984, crp. 82~90. さらに
1983年には，「労働集団法」も発布された。
(5) 3KOHOMHHeCKall ra3era, 1985, No. 32, crp. 11~14. 
(6) ソ連における経済改革の近年の進行状況については， つぎの拙論を参照された
い。①「ソ連邦における経済改革の展開と課題」『社会主義経済研究』，第2号
1984年4月，R「プレジネフ以降におけるソ連の経済改革の展開」『アジア経
済』， 1985年8月， ⑧ 「ソ連における経済メカニズム改編の新動向」『前術』，
1985年10月， No. 526, ④ 「社会・経済発展の加速化と『ラデイカルな改革』
ーソ連共産党第27回大会の新路線ー 」『経済』， 1986年6月， No.266. 
(7) 第27回党大会後における「経済メカニズム改編」のための論議は， 主として
3KOHOMli'leCKall ra3era紙上で展開されている。
374 (508) ソ連邦における基本的生産環（合同・企業）の自主性の拡大
合同・企業の経営的自主性・権限の拡大強化，労働集団における「社会主義
的自主管理」の要素・形態の拡大が不可欠であるからである。依然として中
央集権的指導の原則は堅持されてはいるが，その実質的変化は避けられな
ぃ。基本的生産環の自主性の拡大と両立し，それを保障するような中央集権
の在り方が，新たに求められている。第27回大会で正式に提起され，現在作
(8) 
成作業が完了したといわれている新しい企業法がどのようなものとなるか，
注目されるところである。要するに，基本的生産環の自主性の拡大は今日の
ソ連における社会主義経済発展の重要な合法則性を現わしている。
本稿の課題は， 1. 基本的生産環の経営的自主性を規定する諸要因はなに
か。 2.今日における経営的自主性の拡大の到達点をどう評価すべきか。 3. 
自主性拡大をどのように展望できるか，をソ連の場合について検討すること
である。そのさい，社会主義経済の二重性＿「共産主義社会それ自身の基
礎」的諸要素と「旧社会の母斑」的諸要素＿，およびソ連社会主義経済の
現発展段階的特殊性の諸要因が， とくに留意されるであろう。
I 基本的生産環の自主性の構造
今日のソ連では，科学生産合同，生産合同，企業など，かっては「社会主
(1) 
義生産企業」と総称されたものが， 基本的生産環と総称されている。 そこ
で，まず， 基本的生産環の基本的諸特徴が， その自主性を論じるに先立っ
て， 予め理解されておらねばならない。「社会主義生産企業」とはなにかに
(2) 
ついての論争にはここでは立ち入らない。当面，われわれにとって必要なこ
(8) ハバロフスクにおけるゴルバチョフ書記長の演説 (1986年7月31日）， 9KOH.
ra3eTa, 1986, No. 33, cTp. 4. 
(1) たとえば nporpaMMaKnee; MaTepHaJlbl X XVII C'be3JJ.a Knee. noJIHTH3・ 
邸 T,1986, CTp. 148. 
(2) たとえば，この問題についての r.B. ropJiaHOBの議論は興味深い。 r.B. ro-
pJiaHOB, eouHaJIHCTHqecKoe o6o6meeTBJleHHe rrpOH3BOJJ.CTBa. i13J. JlfY. 
1982, CTp. 148~165, とりわけ CTp.158. なお，本稿脱稿後目にとまったつぎ
の論文は，「基本的生産環」問題の現代的諸側面をよく伝えている。 A.ByJia-
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(3) 
とは，基本的生産環の特徴を生産力，生産関係および経済メカニズムの三側
面から明らかにすることである。
① 基本的生産環は，生産力的側面からみれば，社会主義のもとでの生産
の社会化の一定の高水準を前提として，生産力の物的要因（生産手段）と人
的要因（労働力）とが現実に生産的に結合・支出されることによって，なん
らかの社会的欲求を充足する財貨が生産される組織体である。科学・技術的
進歩も現実にはここにおいて生産力化される。基本的生産環は，生産力的側
面からみた社会的分業と社会的協業の結節点・構成環である。社会的生産力
の発展はすべての基本的生産環における生産力発展の総合的結果である。
③ 基本的生産環は，生産関係的側面からみれば，生産手段の社会主義的
な社会的所有（全人民的・国家的所有，集団的・協同組合的所有，その他）
を経済的に実現する社会主義的生産諸関係の有力な組織的主体・担い手であ
る。それは， 生産諸関係のタテの連関においては， 社会（国家），集団（企
業）および個人（労働者）の系列において「中間的」位置を占め， ョコの連
関においては，相互に水平的に関係しあう。また，基本的生産環の内部にも
独自な生産関係が存在する。基本的生産環は生産手段（したがって労働生産
物）の所有者ではないが，事実上その「占有者」として行動することができ
る。基本的生産環は，生産関係的側面からみた社会的分業および社会的協業
の結節点・構成環である。社会主義的生産諸関係の成熟•発展のなかで，個
々の基本的生産環という生産関係主体の発展とその相互関係がきわめて大き
な位置を占める。
⑧ 基本的生産環は，社会主義の経済メカニズム的側面からみれば，社会
的生産管理の客体であるとともに主体でもある。客体であるというのは，社
TOB. OcHOBHOe 3BeHO B opraHH3aUHOHH0-3KOHOMH'leCKOil CTPYKType COUHaJJH・ 
3Ma. Bonp. aKoH., 1986, No. 7. 
(3) 経済メカニズムは生産関係からも区別されるとともに，一定の上部構造的諸要
素を含む。たとえば，つぎの文献をみよ。 B.H. 4epKoaeu. Kypc Ha nJJaHo-
MepHOe H BCecTOpOHHOe COBepweHCTBOBaHHe couaJIH3Ma. BeCTHHK MrY, ce-
p皿 6,SKOHOMHKa, 1986, No. 2, CTp. 12~13. 
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会的生産の中央集権的管理の対象であるからであり， 主体であるというの
は，一定の権限の範囲内で独自な管理機能の遂行者であるからである。この
ような二重の意味で基本的生産環は社会的生産管理システムの結節点・構成
環である。したがって民主主義的中央集権制の管理原則とは，中央管理機関
と基本的生産環との関係であるだけでなく，基本的生産環自身については管
理の客体と主体との関係でもある。基本的生産環は，合理化・効率化をめざ
す社会主義の経済メカニズムの改善・改編という事業のなかで，中央管理諸
機関とともに直接的当事者である。
われわれの問題意識からすれば，基本的生産環の主要な特徴は，上記の三
つの構成部分からなる。
では， このような基本的生産環の自主性 (caMOCTOS!TeJJbHOCTb) とはなに
か。それはどのような構造をもっているか。経営的 (X03雌 CTBeHHaS!) 自主
性は，そのなかでどのような位置を占めるか。
基本的生産環の自主性という概念についても種々異なった見解があり，用
(4) 
語の統一性も十分ではないが，われわれは，基本的生産環の上記の三つの側
面のそれぞれについて独自な自主性の存在を指摘することができるし，その
総体が現実の自主性をなす， とみなすことができる。
(a) 生産力的側面からみた基本的生産環は，社会的分業の環として，そ
れぞれの技術・エ程的特質に応じた「生産・エ程的 (npoH3B0.llCTBeHHO-Tex 
HOJIOf四 ecKaSI) 自主性」を有している。
(4) さしあたり，つぎの文献が有益である。① B. PaJ1.aes. Xo3pac'lerttaH caMocro-
只TeJlbHOCTbnpe八npHHTHil.Bonp. 3KOH., 1985, No. 1, ② B. 4epHHK. Pac山H・
p eHHe caMOCTOHTeJlbHOCTH X03只HCTBeHHbIX3BeHbeB. Bonp. 3KOH., 1985, No. 
12, ③ H. MottceeHKO. npeO)lOJleHHe 3KOHOMH'leCKOH OOOCOOJleHHOCTH. 3KOH. 
ttayKtt, 1985, No. 4, ④ A. Tapacos, A. Boi!KO. 3KOHOMH'IJeCK3H caMOCTOH-
TeJlbHOCTb COI..¥H3JIHCTH'leCKHX npeJ1.np皿 THil.3KoH. ttayKH, 1985, No. 6, 
⑤ A. OpJIOB. Tpy JJ.osoil KoJIJieKTHBbI H npeJ1.np皿 THe.3KOH. H3YKH, 1985, 
No. 10. ⑥ B. KyJibKOB. XapaKrep nporttsope'l雌 COI..¥H3JIHCTH'leCKOil 3KO・ 
HOMHKH H巾opMblHX pa3pe山eHH只. KoMMYHHCT, 1984, No. 9. 
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(b) 生産関係的側面からみた基本的生産環の自主性は，社会主義的生産
の二重性とかかわって，二重性をもつ。すなわち，その直接に社会的な生産
という基本的性質においては，それは「経済的 (3KOHOMH'leCKaH) 自主性」
を有し，なお「商品生産」という副次的な性格をもつかぎりにおいては「相
対的な経済的分立性 (OTHOCHTeJ!bHall3KOHOMH'leCKaH o6oco6JJeHHOCTb)」を
有する。もしこの二重性を統一して表現しようとするならば， 「社会・経済
的 (COL(HaJ!bH0-3KOHOMH'leCKaH) 自主性」と呼んでもよいであろう。
(c) 経済メカニズム的側面からの基本的生産環は， 「運用上・経営的
(orrepaTHBHO-X03雌CTBeHHaH) 自主性）あるいは単に「経営的 (X03雌CTBeH•
Ha只）自主l生」を有している。経営計算制的 (xo3pac'!eTHaH) 自主性」はそ
の構成要素とみなしうる。
これら三種の自主性は，相互に密接に関連している。 (a)は， (b)と(c)の物質
的基礎をなす。 (b)は(c)の経済的基礎である。 (c)は(a)と(b)を基礎とすると同時
に， (a)と(b)の再生産に常に積極的に働きかけ，それの実現を保証する。今日
その拡大が問題となっている基本的生産環の自主性は直接には「経営的自主
性」であるが，その拡大の根拠と意義を正確に理解するには，以上のような
(5) 
自主性の重層的極造を前もって把握しておかなければならない。
]1 基本的生産環の自主性とその拡大を規定する諸要因
前節で述べた基本的生産環の種々の自主性とその拡大はどのような根拠を
有しているであろうか。
1. 生産力的諸要因
(5) 自主性および分立性についてのソ連の論者たちの用語法は， きわめて不統一で
ある。注(4)に掲げた諸文献に限ってもそうである。ただ，ここではそれにつ
いての細かな比較や詮索はおこなわない。本文中での用語法と構造把握は，諸
見解のなかの首肯しうる諸要素を筆者なりに整理したものである。
なお，前節の注(6)での文献その他で， 筆者はここでの経営的自主性を経済
的自主性と訳してきた。このような混同・ 同一視は正しくない。
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まず，基本的生産環の生産・エ程的自主性は，社会主義のもとでの生産の
社会化とその進展によって規定されている。ここで，社会主義のもとでの生
(1) 
産の社会化については詳論の場ではないが，確認しておくべきはつぎの諸点
である。①生産手段の社会的所有の確立によって資本主義の基本的矛盾が解
決されている社会主義のもとでも，生産の社会的性格はたえず強まり（生産
の社会化の進展），それに対応する領有の社会的形態のたえまない改善•発展
が要請される。そこには，ひとつの非敵対的矛盾が存在する。③社会主義の
もとでも生産の社会化は，社会的分業と専門化，生産の集積と集中，協業と
コンビネーションの諸形態をとってたえず進行している。⑧そのような生産
の社会化は， しかし，社会的分業・協業の結節点・環を消滅させるものでは
なく， 逆にそのような生産・エ程的な単位としての基本性生産環の分立性
(o6oco6JieHocTh) を強める分立化 (o6oco6JieHHe) を随伴する。例えば，生
産の社会化の結果，諸企業の合併・連合として生れる科学生産合同，生産合
同，また関連諸部門の連合として生れる部門間コンプレクス（例えば農エコ
ンプレクス）においては，その生産・エ程的分立性は「拡大再生産」される。
生産の社会化の進展とともに「拡大再生産」される基本的生産環の生産・
工程的分立性は，その生産・エ程的自主性を規定する。なぜなら，それぞれ
の基本的生産環に特殊・専門的な生産・エ程的諸問題は，基本的生産環自身
によってのみ自主的に有効に解決されるからである。そして，そのような生
産・エ程的自主性は，つぎの社会・経済的自主性の物質的•生産力的基礎と
なる。
2. 生産関係的諸要因
この社会・経済的自主性は，さきにみたように，経済的自主性と相対的な
経済的分立性との二重性を有する。その根拠を検討するさいには，つぎの二
(1) 近年の注目すべき文献としてはつぎのものがある。
r. B. fopJiaHOB, Col(ttaJIHCT訊 ecKoe060611¥eCTBJieHHe npOH3BOJJ.CTBa, 113八．
JifY, 1982, P. YI. TIOJI.f!KOB, 0606山eCTBJieHHe rrpOH3B0J1.CTBa B ycJIOBH.f!X 
pa3BHTOTO COl.(H8J!H3Ma, j,j3仄.JlfY, 1984, 3KOHOMHlJeCKHH CTpOH COl.(H8J!H3・ 
Ma, {3KOHOMHKa), 1984, T, 1, pa訊 eJI2. 
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つの方法論的観点が必要である。ひとつは，社会主義的生産を直接に社会的
な生産と「商品生産」との二重性において， したがって，社会主義的な基本
的生産環を直接に社会的な生産者としての性格と「商品生産者」としての性
格との二重性においてとらえることであり， ふたつは，生産関係の有力な
主体である基本的生産環の役割・位置を， タテの連関，ョコの連関，そし
て内部連関のアスペクトでとらえることである。
第1の方法論的視点からすれば，基本的生産環は，直接に社会的な生産者
としての性格においては経済的自主性を有し， 「商品生産者」 としての性格
においては相対的な経済的分立性を有する。
(2) 
社会主義的生産が直接に社会的な生産であることは，その基本的生産環が
経済的自主性を有することを排除するものでなく，逆にそのことを前提とす
る。直接に社会的な生産は社会・経済的センターとその中央計画・管理機関
の存在を必然とするが，他方で，文字通り細胞として機能する基本的生産環
なしに済ますことはできない。基本的生産環は，社会的に承認された権限の
範囲内で，生産手段，労働力，および生産物の経済的運動を自主的に処理す
る。すなわち，基本的生産環の経済的自主性である。直接に社会的な生産の
発展・成熟は，この経済的自主性の拡大を要請する。そのことによっての
み，生産手段の共同的所有者であるとともに直接的生産者でもある勤労人民
は，社会全体のレベルにおいてだけでなく基本的生産環のレベルにおいて
も，文字通りの生産の主人公として成長し，自発的創意性を発揮することが
できるからである。今日のソ連の社会主義発展段階でも，このことが強く求
められている。
(2) どの程度にそうであるかについて見解は分れるが， ソ連においては，このこと
は一般に承認されている。たとえば， 3 KOHOMH'leCKHH CTpOH COUH3JIH3Ma. 
YKas. co'I., T. 1, pa訊 eJI.4, K. MHKY JlbCK皿.f10JIHT9KOHOMH'leCKHe OCHOBbl 
cosepwettcTsosatt皿 MeT0.110BCOUH3JIHCTH'leCKCro X03雌 CTB0B3HHll.f1JiaH. 
xos., 1984, No. 12, .l. 3nwTeiitt. f1pornsopeq皿 ttenocpe.11cTsettttoroo6me-
CTBeHHOro npOH3B0.!lCTBa H cosepweHCTB0B3HHe ynpasJieHH只 9KOHOMHKOii.
3KOH. ttayKH, 1985, No. 9. 
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他方で， 「商品生産者」としての基本的生産環は， 相対的な経済的分立性
を有する。それは，生産手段の私的所有のもとでの本来的な商品生産におけ
る商品生産者の絶対的な経済的分立性とも，また，さきの経済的自主性とも
区別される。社会主義のもとでの「商品生産」についてもここは詳論の場で
(3) 
ないが，今日では，①それは，生産力の到達水準，生産手段の社会的所有の
経済的内容，直接に社会的な生産・労働などの未成熟に現われる「旧社会の
栂斑」に規定された「商品生産」であること，③それは，社会主義的生産が
本来的に直接に社会的な生産であることと矛盾する存在であるが，それが果
しうるなお積極的な役割は十分に活用されるべきであること，については，
すでに一般的合意が成立している，といってよい。社会主義の段階で基本的
生産環が相対的な経済的分立性を有することは，基本的生産環への一定の経
済的諸資源の「分与」， 商品・価値形態での生産物の生産と実現， 特殊的・
集団的な経済的欲求•利害の発生・存在，資金の一定の自立的利用，などに
(4) 
現われる。このような基本的生産環の相対的な経済的分立性は，社会主義の
もとでの「商品生産」あるいは「商品・貨幣関係」と運命を共にする。一般
に認められているように，今日のソ連の社会主義的発展段階においては，当
面，その縮小ではなく拡大が要請されている。しかし，これは，本来的な商
品生産と絶対的な経済的分立性の復活を追求する路線ではない。もともと，
基本的生産環の経済的分立性は，生産手段の社会的所有の条件下で相対的な
性格をもっており， しかも，直接に社会的な生産の本質に発する経済自主性
の拡大と同時進行するなかで，規制されざるをえない。
第2の方法論的視点に移ろう。
基本的生産環が社会主義的生産関係の有力な主体である， という場合，タ
テの連関で問題となるのは，社会（国家）的利害，集団（企業＝基本的生産
(3) たとえば， 3KOHOMH'leCK雌 CTpoiiC0l.¥H8J!H3Ma, YKa3, CO'l,, TaM)Ke がひと
つの代表的見解である。
(4) たとえば， H.CMHpHoaa. CTHMYJIHpoaaHHe Kotte咄 b!Xpe3yJibT8TOB ,!leflTeJib-
HOCTH OCHOBHOro 3BeHa o6mecTBeHHOro rrpOH3B0.!lCTBa, 3KOH, HayKH, 1986, 
No. 1, CTp. 12. 
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(5) 
環）的利害，個人（労働者）的利害という経済的利害の構造のなかで，基本
的生産環が，他の重要な生産関係主体とは区別される独自な利害の重要な担
い手である， ということである。このことは，直接に社会的に生産者として
も「商品生産者」としてもそうである。基本的生産環はそれに独自な経済的
利害の主要な担い手として，一定の経済的自主性あるいは相対的な経済的分
立性をもたざるをえない。これら三つの経済的利害は相互に矛盾・対立する
関係にあるとともに相互に補完・調和する関係にもある。それらの基本的な
相互関係は，社会主義の発展段階や歴史的条件によって異なりうる。今日特
徴的なことは社会的利害の無条件的フ゜ライオリティーを前提として承認した
うえでの集団的利害の役割の強調であり，その正確な位置づけが他の諸利害
の実現を妨げないばかりかそれらの増進に寄与すべきである， とする見解が
有力であることである。かくして，基本的生産環の社会・経済的自主性とそ
の拡大の主たる物質的内容は集団的利害とその意義の増大である， というこ
とになる。しかし同時に，つぎの諸点を考慮する必要がある。ひとつは，
基本的生産環は，生産関係主体として， もっぱら集団的利害の実現のみを追
求するわけではない， ということである。基本的生産環は，全社会的協業の
構成環としては同時に社会的利害の担い手でもあり，また，個人（労働者）
から成る労働集団としては同時に個人的利害の担い手でもある。基本的生産
環は集団的利害の主要なかつ直接的な担い手であるにすぎない。 したがっ
て，基本的生産環の社会・経済的自主性とその拡大の根拠を集団的利害にの
み求めることは妥当でない。もうひとつは，直接に社会的な生産者としての
(5) 集団的利害の問題は，近年， 独自にはそれほど論じられない。しかし，つぎの
文献が参考になる。 3KOHOMH'leCK雌 CTpoilCOI..IH8JIH3Ma. YKa3. CO'I., T. 1, 
rn. 24, B. fep111K0B耶， B.珈 B111皿 0KOJIJieKTHBHblX 3KOHOMH'leCKHX HHTe-
pecax B pa3B1iTOM COI..IHaJIHCTH'leCKOM o6mecrne. 3KOH. HayKH, 1983, No. 4, 
r. Xapaxa111碑 H.Co1..1HaJIHCTH'lecKaH co6cTBeHHOCTb Ha cpe八crna npoH3BO八一
CTBa H 3KOHOM耶 ecKHeHHTepeCbl. 3KOH. HayKH, 1984, No.11, Jl. A6aJIKHH. 
TTpo6JieMbl opraH皿 ecKoroCO'leTaHHH HHTepeCOB rocy取apcrna H TPY .!(OBbIX 
KOJIJieKTHBOB. TTJiaH. X03., 198(No. 8. 
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基本的生産環の経済的自主性の場合には，三つの経済的利害の調和の側面が
主であるのにたいして， 「商品生産者」としての基本的生産環の相対的な経
済的分立性の場合には，三つの経済的利害の対立の側面が前面に出る可能性
が強い， ということである。したがって，基本的生産環の相対的な経済的分
立性のあらゆる拡大が肯定されるというわけにはいかない。
生産関係主体としての基本的生産環のヨコの連関は，社会的分業・協業の
当事者の相互関係である。基本的生産環は，直接に社会的な生産者としても
「商品生産者」としても，同時に，一方では生産者であり，他方では消費者
でもある関係において，相互に活動を交換する。そのさい，基本的生産環に
は対等な権限が保証され，活動交換の主体としての社会・経済的自主性が承
認されねばならない。社会的分業・協業の発展は，そのような自主性の基盤
を拡大する。しかし，直接に社会的な生産者の場合と「商品生産者」の場合
とでは，事情が若千異なる。前者の場合には，基本的生産環の経済的自主性
は形式的にも実質も平等な相互関係に立脚している。これに対して後者の場
合には，基本的生産環の相対的な経済的分立性は，形式的には平等だが実質
的には不平等な相互関係に立脚している。前者には本来的な「同志的協力と
相互援助」の関係が固有であるが，後者には「競争」の要素が固有である。
基本的生産環の社会・経済的自主性の拡大は，このような内部矛盾をはらみ
ながら進行せざるをえない。
基本的生産環の内部の生産関係に関連する社会・経済的自主性とその拡大
については，二つのアスベクトからの接近が必要であろう。ひとつは，基本
的生産環の労働集団を管理部（精神・管理労働者層）と一般労働者（肉体・
執行労働者層）との二層においてとらえることであり，もうひとつは，基本
的生産環（とその労働集団）を重層的な組織構造，生産合同一企業ー職場一
職区一班一個々の労働者においてとらえることである。
前者の場合には，基本的生産環の内部において，社会的に承認されたその
社会・経済的自主性を実際には誰が担うのか， ということが問題となりうる
し，後者の場合には，基本的生産環のいわば単一の社会・経済的自主性を，
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その内部の組織構成上の各レベルにいかに分割し， しかも最終的に統合する
か， ということが問題となりうる。
前者についていえば， もし基本的生産環の社会･経済的自主性とその拡大
が管理部（企業長）の権限拡大という結果にとどまるならば， それは分権化
ではあってもテラノクラシーにとどまり，必ずしも民主化の前進を意味しな
い。逆に，社会・経済的自主性とりわけ相対的な経済的分立性の拡大が一面
的に一般労働者によるいわば無制限の「労働者自主管理」の形態をとるなら
ば, それは「民主化」ではありえてもアナルコ・サンジカリズムに陥いる危
険がある。今日のソ連においては， なお前者の傾向が顕著であり，単独責任
（6）
制と「社会主義的自主管理」との矛盾の解決は，理論的にも実践的にもこれ
からである。
後者についていえば， ここでも現実には矛盾しあう傾向が存在する。すな
わち，一方では，たとえば従来の企業の「法人」的地位を解消して科学生産
合同あるいは生産合同の意思決定上の単一性・総合性を強調する見解と実践
があり，他方では各組織レベルにおける経営計算制，ブリガーダ（作業班）
の請負制， そこでの「自主管理」の導入・強化を強調する見解と実践があ
る。基本的生産環の内部の構成要素の物質的利害はけっして一様ではない。
いずれにしても，基本的生産環の社会・経済的自主性の「容量」の大きさ
（6） 「社会主義的自主管理」の概念は， ソ連の公式文書においては， 1983年の「労
働集団法」に初めて登場し，第27回党大会（1986年）でも「市民権」を得た。
それは，今まですぐれて政治学的概念として扱かわれており，経済学的考察は
まだ十分ではない。さしあたり, CoBeTcKoerocy'mapcTBoHnpaBo誌のつぎ
の諸論文が参考になる。M.B.UBHK.CoUIIaJIHcTHIIecKaH,meMoKpaTHHHcaMo-
y叩aBJIeHHe.(1985,No.4),B､E・ryJIHeB・TeopeTHKIecKHeBonpocblcoUHa-
JIHcTH,lecKorOCaMOy叩aBJIeHHH(1986,No.2),A.n.ByTeHKo・MapKcHcTKo-
JIeHIIHCKafIHneHcaMOy叩aBJIeHHFIHaPOnaIIeeHcTOPHqecKOePa3BHTHe
(1986,No.3),P.S.JIHBmIIU.3aKoHoTpy,moBbIxKoJIJIeKTHBaxIInpo6JIe-
MbleropeaJIII3aUHH(1986,No.3).なお，長砂實「ソ連における『真の社会
主義的自主管理』一「労働集団法」の意義について－」 ， 『大阪経大論集』第
162．163号（1985年3月）を参照されたい。
384（518）ソ連邦における基本的生産環(合同．企業)の自主性の拡大
が， この内部矛盾の解決を容易にするか困難にずるかの重要な「決め手」の
ひとつとなる。
3． 経済メカニズム的諸要因
経済メカニズムの側面からとらえた基本的生産環の自主性は，経営的自主
性である。基本的生産環の社会・経済的自主性は，経済メカニズムのレベル
で経営的自主性の形態をとって具体的に発現する。生産関係と経済メカニズ
ムとの差異に照応して，一方では経営的自主性が社会・経済的自主性の正し
い実現形態となっているかどうか， という問題と，他方では経営的自主性の
在り方や変化が社会・経済的自主性に反作用する， という問題が存在する。
そして，社会･経済的自主性を経営的自主性に「転化」させる主要な要因
は，、民主主義的中央集権制の管理原則，⑤経営計算制，および＠「社会主
義的自主管理」と考えられる。以下， それぞれが，基本的生産環の経営的自
主性とその拡大をいかに規定するか，を検討しよう。
(a)民主主義的中央集権制の原則と経営的自主性
（7）
民主主義的中央集権制の原則は，中央集権（制，主義）と民主主義という
二つの原則の統一である。中央集権の原則は，生産手段の社会的所有，全人
民的利害，社会全体の規模での経済の計画的運営（生産の計画性)，等々の
「共産主義社会それ自身の基礎」によって客観的に必要とされる。単一の社
会・経済センターの計画・管理機関によって，経済全体の基本的・長期的・
戦略的な課題，構造，釣合い，発展方向，等についての最重要な意思決定が
なされ， それを実現・執行する社会・経済的メカニズムが機能する。 しか
し， このような意思決定・執行のメカニズムは必ず民主主義の原則の発揚に
（7） この問題については多くの文献があるが， つぎのものだけを挙げておきたい。
P.A・BeJIoycoB.ZIeMoKpaTIIllecKHiiUeHTpaJIH3MII xo3"cTBeH aHcaMocTo-
HTeJIbHocTb・SKO,1984,No.1 r・nonoB.OcoBepmeHcTBoBaHHHUeHTpaJIH-
30BaHHoroxo3HiicTBeHHoropyKoBo'mcTBa・Bonp・aKoH.,1985,No．5,A・By3-
raJIHH.UeHTpaJIH3MBnJIaHoBoMxo3HiicTBe:rp HUblHMeTo'mbl．nJIaH.
xo3.,1985,No.9.且.n.Ua6p".neMoKpaTHqecKHiiUeHTpaJIH3M:HeKoTo-
PbleBO叩OcbITeOPHIIH叩aKTHKa・CoB.roc・IinpaBO,1986,No.1.
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よって支えられていなければならない。民主主義の原則によって中央集権の
原則が「補完」されることを通じて，中央集権の原則の実硯過程で発生しが
ちな官僚主義，セクト主義，恣意主義，などの弊害が予防ないし克服され
る。また，硯場「下部」の「声」が意思決定過程で尊重されることによって
正確な意思決定が「上部」で可能となり，決定された意思の執行の実効性が
「下部」の自発的創意によって保証される。したがって，中央集権の原則と
民主主義の原則とは， 本来， 離反・排除の関係にはなく， いわば「車の両
輪」の関係にある。民主主義と対立するのは中央集権制そのものではなく
て，官僚主義的中央集権制である。
経済管理におけるこのような民主主義の原則が，基本的生産環の経営的自
主性の保証と直結する。経済管理システムにおいて基本的生産環（「下部」）
が占めている位置・役割からいって， それが経営的自主性を有しないかぎ
り，民主主義の原則の実硯の場はないからである。かくして，中央計画・管
理機関による中央集権的計画指導と基本的生産環の経営的自主性との関係を
どのように設定するかは，民主主義的中央集権制の原則の実現にあたっての
最重要な問題となる。基本的生産環は，中央集権的管理の客体であることは
避けられないが，同時にそれは，民主主義的管理の主体でもあるし，そのよ
うなものとして成長しなければならない。
経済改革以前のソ連においては，官僚主義的中央集権制が優勢におこなわ
れていた。硯在もなお進行している経済メカニズム改善の主要課題のひとつ
は， これを文字通りの民主主義的中央集権制によって取り替えることであ
る。今日のソ連において，管理の民主主義的原則の意義が強調されているの
はそのためである。そして，基本的生産環の経営的自主性の拡大がその具体
的方途である。しかし，これは平担な道ではない。一方において，基本的生
産環の経営的自主性の拡大に対して陰に陽に抵抗する「保守主義」があり，
他方では，経営的自主性の拡大をもっばら基本的生産環の相対的な経済的分
立性の固定化・強化と結びつけようとするいわゆる「市場社会主義」の傾向
があるからである。ソ連における基本的生産環の拡大は，これらの「偏向」
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と闘いつつ進められている。いずれにせよ，今日のソ連において，民主主義
的中央集権制の原則を正しく発揚するためには，基本的生産環の経営的自主
性のいっそうの拡大が不可欠である。
(b) 経営計算制と経営的自主性
＊ズ9スチ・ト (8) 
つぎに，経営計算制も経済メカニズムのレベルにおける基本的生産環の経
営的自主性を要求する。それは経営計算制的自主性と呼ばれることがある。
経営計算制の発展はそのような自主性の拡大を伴なう。
もともと，経営計算制は，中央集権的経済管理制度のもとで，基本的生産
環の地位・役割を確定する経済運営方式として発生• 発展した。具体的に
は，そのことは，社会（国家，その中央計画・管理機関）が，基本的生産環
に対して，社会的所有の生産手段および資金の一定部分および社会的総労働
カの一定部分を「分与」してその管理•利用を委ね，計画指標体系にしたが
ってその生産諸課題を決定し，順守すべき経営上の諸規準を定め，投入資源
を上まわる産出成果（収益性の確保）を期待し，生産・実現した剰余生産物
の重要部分を社会（国庫）に提供させるとともにその一定部分を留保・処分
する権限を認める，等々の諸要素からなっている。したがって，経営計算制
は，中央計画・管理機関が許容する範囲内で一定の経営的自主性を基本的生
産環に与えることを，もともと前提としている。しかも，経営計算制は，基
(8) 最近の文献ではつぎのものが参考になる。 r.X. nonoa. noJIHb!R xoapac'le-r 
ocHOBHOro aaeHa SKOHOMHKH, 3KO, 1984, No. 7, A. CeJieaHea. Xoa雌 CTBe-
HHb!R pac'leT B YCJIOBHHX SKOHOMH'leCKoro SKcnepHMeHTa. Bonp. SKOH., 
1984, No. 1, B. P811.aea. Xoapac'leTHaH caMOCTOHTe』bHOCTbnpe11.np皿 THH.
Bonp. sKoH., 1985, No. 1, r. BoJib!HcKuR. Xoa雌CTBeHHb!Rpac'leT H J.eMOK・ 
paTH'leCKHR ueHTpaJIH3M. 3KOH. HayKH., 1984, No. 2, A. 6a11ypHH. Xoapac-
'leT B CHCTeMe ynpaB孔eHHllSKOHOMHKOR. nJlaH. X03., 1985, No. 12, E. T. 
ra肛ap, B. H. KowKHH. Xoapac呻TH pa3BHTHe X03叫CTBeHHORC皿 OCTOH・
TeJlbHOCTH npe11.np皿 THH.3KOHOMHKa. 1984, JI. A. He>KHHCKaH. JJ.uaJieKTHKa 
X03雌 CTBeHHOropac'leTa. 3KOHOMHKa, 1985, CoaepweHCTB0B8HHe xoapac'leTH・ 
b!X OTHOWeHHH pa3BHTOro COUH8JIH3Ma. no11. pel. B. B. p邸 aeaa,Ha1. MrY. 
1986. 
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本的生産環の「商品生産者」としての性格と直接に社会的な生産者としての
性格の双方にそれぜれ照応する内容を本来有している。
しかし，基本的生産環の経営計算制的自主性の実態は，中央計画・管理機
関の権限およびそれにもとづく上からの規制との関係で，今日まできわめて
可変的である。
今日までのソ連における経済改革のフ゜ロセスが示しているように，これま
での経営計算制には形式的性格がきわめて濃厚であり，今もなお「完全な」
あるいは「真の」経営計算制の創出が模索されている。
「形式的な」経営計算制とは，われわれの問題意識でいえば，基本的生産
環の経営的自主性がきわめて限られている，あるいは事実上欠如しているよ
うな状態にある経営計算制である。同時にそれは， コールナイのいわゆる
「ソフトな予算制約」下にある経営計算制である， ともいえよう。それらの
ことは，たとえばつぎの諸点に具体的に現われる。基本的生産環にとっての
諸資源の無償制，概して体系性に欠ける多数の計画指標，上級機関からのこ
まごまとした官僚主義的，行政的な指示・監督，社会的欲求と社会的必要労
働支出を正しく反映しない硬直的な価格体系，活動の効率性および収益性の
軽視（欠損企業の広範な存続ー「ソフトな予算制約」ー）， 剰余生産物（利
潤）の大部分の国庫への「上納」と企業留保部分の過小，賃金フォンドおよ
び経済的刺激諸フォンドの形成•利用にたいする厳格な中央規制，圧倒的な
中央集権的投資，等々。これらのいくつかはある程度これまでの経済改革に
よって改善されたが，なおきわめて不十分である。このような状況のもとで
は，実際に基本的生産環の経営的自主性が発揮される余地はきわめて少な
ぃ。そのような経営計算制は，まさに官僚主義的な中央集権的管理の用具に
他ならない。そこでは， 基本的生産環の側に受動的態度が支配的となり，
「下部」の自発的創意が発揮されない。このような「形式的な」経営計算制
は， したがって， 「商品生産者」として基本的な生産環が合理的かつ活発に
機能することを妨げるだけでなく，直接に社会的な生産者としてそれが成長
することをも損なうのである。
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これに対して，今日もなお模索・追求されている「完全な」経営計算制と
は，われわれの問題意識でいえば，中央集権的管理・指導の効率化を前提と
した，それと両立しうる，それを民主主義の原刷で「補完」する，基本的生
産環の可能な限り大きい経営的自主性の保証•実現をともなうものでなけれ
ばならない。それは，まさに民主主義的な中央集権的経済管理の方式となら
なければならない。それは，具体的にはつぎの諸要素・措置を含む。諸資源
の有償化，必要最小限の計画指標体系，長期• 安定の経済的ノルマチーフ体
系の創出，中央計画・管理機関の役割の変更と権限の限定，管理・指導の行
政的方法から経済的方法への重点移行，生産者・消費者相互の水平的な長期
経済連関の発展（経済契約の重視）， 価格体系の根本的改訂， 効率的経営活
動を客観的に評価しうる指標体系の確立， 「ハードな予算制約」への移行，
国庫と基本的生産環のあいだでの剰余生産物（利潤）配分の長期ノルマチー
フの設定，最終的活動成果に応じての労働支払フォンド（賃金フォンドおよ
び経済的刺激諸フォンド）の大きさの決定およびその自主的利用，技術進歩
をともなう拡大再生産のための自己蓄積•投資の権限拡大，等々。
今日のソ連において， 1984年からの「大規模経済実験」の基調，第27回党
大会の諸決定， 大会後の経済メカニズム改編の諸措置および議論は， すべ
て，上記の諸要因とかかわっている。ここはこれらについての議論の場でな
いが，注目すべきは，このような基本的生産環の経営的自主性の拡大措置
は，現発展段階における基本的生産環の相対的な経済的分立性に正当な配慮
(9) 注(6)に挙げた文献以外に， 経済学の分野で早くから． 「生産上の自主管理」
を主張している E.TopKattoacK雌の諸論文が参考になる。 E.TopKattoacK雌．
PasaHTHe邸 MOKpaTH'leCKHXHatJaJI B ynpaaJieHHH npOH3B0八CTBOM.KOMMYHH 
er, 1983, No. 8, E. TopKattoacK雌， rocy.a:apCTBeHHOeX03雌CTBeHHOeynpaB・
JieHHe H HHHUHaTHBa rpy.11:0BbIX KOJIJieKTHBOB. Bonp. 9KOH,, 1984, No. 8, 
E. TopKattoscK雌.YtJacrtte rpy邸皿XC只 s ynpaaJieH血—中OpMa peaJI3aUHH 
co6craeHHOCTH. Bonp. 3KOH., 1986, No. 2, E. TopKaHOBCK雌.AKTHBH3Hp0• 
aaTb tJeJIOBetJeCKHH中aKTOpB npDH3B0.ll:CTBeHHOH C中epe.KoMMYHHCT, 1986, 
No. 3. 
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を払うものであるとともに，経済的自主性の成熟• 発展をも意味している，
ということである。つまり，経済メカニズムの改編を通じての社会主義的生
産諸関係の改善・成熟，そしてそれにもとづく社会的生産力の発展，が追求
されている， といってよい。
(c) 「社会主義的自主管理」と経営的自主性
最後に， 「社会主義的自主管理」の発展と基本的生産環の経営的自主性の
拡大との関連を検討しよう。「社会主義的自主管理」とはなにか。生産手段
の社会的・全人民的所有が確立し，勤労人民が生産手段の所有者であるとと
もに直接的生産者でもある共産主義社会（広義の）では，社会生活の全領域
において，勤労人民自身が管理上の意思決定者すなわち自主管理者・主人公
となることができる。これは，階級対立が止揚された「共産主義社会それ自
身の基礎」のひとつである。そして， それは「社会主義的自主管理」から
「共産主義的自主管理」へと成長・転化する。社会主義段階の自主管理すな
わち「社会主義的自主管理」は，今，経済管理の領域に問題を限定すると，
社会主義的経済管理の二重性の一要因としてしか存在しない。すなわち，社
会主義段階の「旧社会の舟斑」 とりわけ国家および精神労働と肉体労働の
「対立」の存在は，本来的に自主管理原則と対立する国家的・専門家的管理
の存在を必然にし，それの対立物としての社会的・労働者的管理に自主管理
の諸要素は体硯されることになる。つまり，社会主義的経済管理は，国家的
・専門家的管理と社会的・労働者的管理との矛盾的統一であって，後者の要
因こそが「社会主義的自主管理」の内容をなす。 したがって， 「社会主義的
自主管理」の成長は，一方で国家的・専門家的管理が不要となっていく過程
であり，他方で社会的・労働者的管理が成熟し，支配的になっていく過程で
ある。国家的・専門家的管理それ自体は，「社会主義的自主管理」ではない。
国家的・専門家的管理が民主化されればそのまま「社会主義的自主管理」に
成長するわけではない。たとえば， 5カ年計画の草案がいかに全人民的討議
に付されようとも，また，常設生産会議がいかにその諮問的・勧告的活動を
強化し労働者の管理参加が強まろうとも，それは民主化を併なう国家的・専
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門家的管理の実質的強化ではあっても， 「社会主義的自主管理」の成長その
ものではない。しかし，量は質へ転化する。国家的・専門家的管理の枠内で
の民主主義の原則の適用の拡大・強化の諸措置は，中央集権の原則を損なう
ことなしに，「共産主義的自主管理」への無限の接近をもたらすであろう。
他方，社会主義的経済管理のもう一つの要因である社会的・労働者的管理
すなわち固有の意味での「社会主義的自主管理」は，本来，民主主義の原則
に立脚しており， しかも，正しい意味での中央集権の原則を排除しない。そ
れは国民経済的レベルと基本的生産環レベルの二つのレベルでおこなわれよ
うとしている。
国民経済的レベルでは，国民経済計画・管理上の最重要な権限は中央機関
に残しながら地方と現場（基本的生産環）への思いきった分権が必要であ
る。その分権は，当然に，地方・現場の経営的自主性の大巾な拡大を伴な
う。それはまた，経済管理全体にたいする地方・現場の責任の増大をも意味
する。国家権力の寵接的関与の必要性をしだいに縮小する方向で社会的・労
働者的管理が発展する。基本的生産環レベルでの社会的・労働者的管理は，
たとえば，基本的生産環の管理の代表者（ディレクター）の公募・選挙制へ
の移行，基本的生産環における独自な意思決定機関（たとえば労働集団評議
会）の設置， などの措置によって具体化・前進するであろう。ブリガーダ
（作業班）のレベルに「自主管理」を押しとどめておくことはできない。
基本的生産環の労働集団は，国民経済的レベルにおいて拡大された基本的
生産環の経営的自主性に依頼しつつ，基本的生産環の内部でその拡大された
権限をますます大衆的に行使するようになる。そこでは，専門家的意思決定
がしだいに労働者的意思決定にとって替えられる。単独責任制はその歴史的
役割を終えることになる。かくして，基本的生産環はなお国家的・専門家的
管理の客体でありつづけるけれども， 「社会主義的自主管理」の主体として
力強く成長していく。「共産主義的自主管理」のもとでは， 非国家的な性格
の中央管理機関（主として中央集権の原則を体現）とともに基本的生産環
（主として民主主義の原則を体硯）が主要な管理主体になる。
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以上が， 「社会主義的自主管理」についてのわれわれの見解である。今日
のソ連ではようやく 1983年から「社会主義的自主管理』の概念が登場し，
1983年の「労働集団法」を経て， 1986年の党綱領新版において完全な「市民
権」をえた。それが基本的生産環の経営的自主性の拡大の必要性の強調と並
行していることは偶然ではない。しかし，ソ連における「社会主義的自主管
理」の理論も実践も， まだ緒についたばかりである。 もとより， われわれ
は，ユーゴスラビアにおける先駆的な「労働者自主管理」の理論と実践を知
っているが，それを普逼的モデルとみなすのは早計である。ューゴスラビア
の「労働者自主管理」論が（しばしば一面的に）国家的・専門家的管理を拒
否することを基本的な柱としているのにたいして，今日のソ連の「社会主義
的自主管理」論は，その必要性と形態を国家的・専門家的管理の民主化の枠
にとどめている。われわれの上記の見解は，そのいずれにも組みしない。特
定の国の「社会主義的自主管理」だけを絶対視しない創造的な「自主管理」
論の展開はまだこれからである。
以上，いずれの側面からみても，経済メカニズムの改善は，理論的にも実
践的にも，基本的生産環の経営的自主性の拡大を要求する。
あとがき
本稿の当初の課題は，標題が示しているように， ソ連の場合を例にとっ
て，基本的生産環の自主性の拡大という大問題につき，その根拠，硯状，展
望を論ずることにあった。 しかし， 「根拠」についての議論に終らざるをえ
なかった。主たる理由は，紙数の制約である。しかし，執筆の途中から，意
識して「現状」や「展望」にもかんたんではあるが触れるように努めた。「硯
状」と「展望」については，改めて第27回党大会の諸決定，党大会以後に出
されている多くの具体的な諸決定，および『経済新聞』その他で展開されて
いる経済メカニズムの「ラデイカルな改編」論議についての検討が必要であ
る。これについては，別の稿を用意したい。 (1986.8.24) 
